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１．事業の位置付け

市民部　協働推進課

'00-'xxxxxx-'xx0000 ○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

単位

単位

単位

平成25年度
Ｂ：おおむね成果があがった

の検証結果

進捗状況

②：若干遅れている

遅れている理由 応募団体が少なかったため

平成25年度の主な取組と成果
ファンドの申請に合わせ説明会と助成金対策講座を同時に開催するとともに、広報紙やホームページでの周知を図り、平成
25年度は14件の申請があり、そのうち10団体に助成しました。応募及び助成団体は少なかったものの、助成を受けた団体は
活動が広がるとともに、団体の実行力や自立性が高まりました。

実績

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標

成果指標②

指標名

説明・算定式

平成23年度 平成24年度

10 10

実績 7 10 10

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標 12 12 12 10 10

成果指標①

指標名 市民活動ファンド助成団体数 団体

説明・算定式 -

平成23年度 平成24年度 平成25年度

実績

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

目標

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成23年度 平成24年度

実績 8 10 14

目標 18 18 15

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

15

活動指標①

指標名 市民活動ファンド応募団体数 単位

15

団体

説明・算定式 -

18 15

平成23年度 平成28年度 平成29年度

委託、協働

目的・目標 事業の概要
市民活動の活性化が図られています。 市が公益信託の委託者として市民活動を財政的に支援する

ため、受託者と共に、助成を希望する団体の公募や運営委
員会による公開審査会及び報告会を開催します。

'03 3 市民活動を支えるしくみづくり

根拠法令等 平塚市市民活動推進条例

対象・受益者 事業期間

'01

1

事務事業名 ひらつか市民活動ファンド事業

事業担当

予算科目 事業種類

協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために

事業評価シート　（平成25年度分）

行政改革の
位置付け

'12 協働のまちづくりと市民主体の新たな自治のしくみをはぐくむために
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■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

職員　(人)
再任用　(人)

４．今後の事業展開（担当課としての提案）

● ○ ○ ○ ○ ○ ○
＜判断理由＞

市民活動団体のステップアップにつながる制度であるので、今後も継続できるよう制度等を見直しながら、より多くの団体が
活用できるようＰＲしてまいります。

終了 他事業と統合

制度を継続するため、助成総額を見直し、寄附などの財源確保策を進めます。

また、制度をより広く周知し、申請団体の増加を図ります。


平成27年度の取組方針
ひらつか市民活動ファンドの助成総額上限を200万円にして実施します。

「たすけ愛自動販売機」をはじめファンドへの寄附につながる仕組みの検討を進めます。

さまざまな機会を使ってファンドを得て発展した団体の事例を紹介するなど、制度の周知に努めます。

課長コメント

平成27年度の事業の方向性

現状の規模で継続 拡大して継続 縮小して継続 廃止 休止

4,688 4,688
フルコスト　(A+B) 4,863 4,809 4,769 4,688 4,688 4,688 4,688

人件費　(B) 4,863 4,809 4,769 4,688 4,688

0.60 0.60 0.60
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) － － －
内
訳

0.60 0.60 0.60 0.60

0 0
事業費　(A) 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0
一般財源 0 0 0 0 0

0
起債 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0
県支出金 0 0 0 0 0 0財

源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0

その他　特財 0 0 0

試算額

事業内容

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

市民活動ファン
ドの募集、公開
審査会、報告
会の開催

決算額 決算額 決算額 予算額 試算額 試算額

申請団体が増えるようファンドの制度や今までの獲得団体の活動をＰＲする必要があります。

また、ファンドの残高が減少しており、制度を継続するため、制度内容の変更を行うとともに寄附などの財源確保策を検討す
る必要があります。

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

効率性

公益信託として、年間の助成総額の上限や助成方法が決
められています。 ●

○
○

今後に向けた課題の分析

事

業

分

析

有効性

助成を受けて、新たな事業に取り組んだり、事業を発展さ
せることができました。また、公開審査会での運営委員か
らの助言は、団体活動をさらに発展させるための足がかり
になっています。

●
○

妥当性

地域課題を自らで解決していこうとする市民活動団体へ財
政的支援することは、個性豊かな地域社会の実現に寄与
することであり、事業の選定にあたっては審査選考するた
め妥当性は高いと考えます。

●
○
○

項目 分析の視点 左記の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

必要性

新たな事業に取り組もうとする団体や活動を軌道に乗せよ
うと努力している団体を財政面で支援することは、市民活
動の発展のために必要です。

●
○

2


